
第１回救急業務高度化推進検討会 
次  第 

 
日時：平成２０年５月２３日（金） 

１３時３０分～１５時３０分 

場所：三番町共用会議所 大会議室 

 

１ 開 会 

 

 

２ あいさつ 

  総務省消防庁次長 大石 利雄 

 

 

３ 委員紹介 

 

 

４ 座長選出 

 

 

５ 議 題 

(1) 平成２０年度救急業務高度化推進検討会検討項目について 

(2) その他 

 

 

６ 閉 会 

 

 

【配布資料】 

1 平成２０年度救急業務高度化推進検討会構成員名簿 

2 平成２０年度救急業務高度化推進検討会検討項目（案） 

3 平成２０年度救急業務高度化推進検討会参考資料 
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平成２０年度救急業務高度化推進検討会 

検討項目（案） 

 

平成２０年５月２３日 

消 防 庁 救 急 企 画 室  

 

 

１ 本年度の検討項目 

  検討会に、「消防機関と医療機関の連携に関する作業部会」、「メディカ

ルコントロール作業部会」、「トリアージ作業部会」の３つの作業部会を設

置し、以下の項目について検討を行う。 

 

（1）消防機関と医療機関の連携に関する作業部会 

①救急医療機関の運営に対する支援のあり方について 

②救急搬送・受入医療体制の実態に関する詳細調査について 

 

（2）メディカルコントロール作業部会 

①メディカルコントロール協議会の所掌事務の拡大 

②メディカルコントロール協議会の法的、行政的な位置付けのあり方 

③救急業務の法的位置付けの見直し 

④救急業務をめぐる法的リスクの問題 

 

（3）トリアージ作業部会 

①トリアージの導入に向けた課題について 

・トリアージ導入の制度設計について 

・トリアージ導入後のオンピーク時における救急隊の配置・編成 

・トリアージに関する法的問題 

②トリアージプロトコルの精度向上のための実証研究 

 

２ 検討の予定 

  平成２０年度中に全体の報告書をとりまとめるが、適宜、中間報告等の

形で個別事項についての提言等を行う。 



平成２０年度

救急業務高度化推進検討会

参考資料

平成２０年５月２３日
総 務 省 消 防 庁



平成２０年度
救急業務高度化推進検討会

消防機関と医療機関
の連携に関する作業部会

メディカルコントロール
作業部会

トリアージ作業部会
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消防機関と医療機関の連携に関する作業部会
検討項目

１ 救急医療機関の運営に対する支援のあり
方について

２ 救急搬送・受入医療体制の実態に関する
詳細調査について

２



救 急 医 療 体 系 図

救命救急センター（208カ所）
（うち、新型救命救急センター（16カ所））

病院群輪番制病院（408地区、3,143カ所）

救命救急医療（第三次救急医療）

入院を要する救急医療（第二次救急医療）

初期救急医療

平成19年3月3１日現在

平成20年3月3１日現在

ドクターヘリ（13カ所）

平成19年3月3１日現在

平成20年2月１日現在

共同利用型病院（10カ所）

在宅当番医制（654地区、28,717カ所）

休日夜間急患センター（511カ所）

○重症及び複数の診療科領域にわたる全
ての重篤な救急患者を２４時間体制で受
け入れるもの。これまで、人口100万人に
１カ所を目安に設置してきた。
（※「新型」は、救急医の確保が困難等のため救
命救急センターが不足している地域に設置する小
型（専用病床２０床未満）の救命救急センター）

○医療圏単位で、圏域内の複数の病院が、
当番制により、休日及び夜間において、
入院治療を必要とする重症の救急患者を
受け入れるもの。

○医療圏単位で、拠点となる病院が一部
を開放し、地域の医師の協力を得て、休
日及び夜間における入院治療を必要とす
る重症救急患者を受け入れるもの。

○群市医師会ごとに、複数の医師が在宅
当番医制により、休日及び夜間において、
比較的軽症の救急患者を受け入れるもの。

○地方自治体が整備する急患センターに
て、休日及び夜間において、比較的軽症
の救急患者を受け入れるもの。
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三位一体改革等により一般財源化された救急医療対策関係事業の
国庫補助額（実績）の推移

（単位：百万円）
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救急搬送における医療機関の受入状況等実態調査（平成１９年）

重症以上傷病者用調査用紙１ 調査対象事案
（１）重症以上傷病者搬送事案
（２）産科・周産期傷病者搬送事案
（３）小児傷病者搬送事案
（４）救命救急センター等搬送事案

２ 調査項目
（１）搬送人員
（２）医療機関に受入照会を行った回

数ごとの件数
（３）現場滞在時間区分ごとの件数
（４）受入に至らなかった理由ごとの

件数
（５）照会回数１１回以上の事案におけ

る受入に至らなかった理由等
（６）救命救急センター等における救急

搬送の受入状況

「ベッド満床」の内容
・救急専用ベッド
・集中治療室
・一般病棟
・病院全体

「処置困難」の内容
・設備・資器材の不足（ハード面）
・手術スタッフ等の不足（ソフト面）
・手に負えない
・リスクの回避

・詳細な年齢区分
・特異な傷病（中毒、開放性骨
折など）

・傷病者の要因（既往症（精神
疾患、肝硬変等）、寝たきり、
住所不定など）

５



３次医療機関
受入に至らなかった件数

１２,３２２件

２次以下医療機関
受入に至らなかった件数

１８,２１５件

２次以下医療機関における理由
・処置困難 ３９.０％
・手術中・患者対応中 １６.２％
・ベッド満床 １５.６％
・専門外 １０.３％

３次医療機関における理由
・ベッド満床 ３７.８％
・手術中・患者対応中 ３４.５％
・処置困難 １２.７％

※集計可能な宮城県、埼玉県、東京都、静岡県、愛知県、広島県、福岡県における数値

救命救急センター

２次医療機関と３次医療機関における受入に至らなかった理由
（救急搬送実態調査：救命救急センター等搬送事案における受入に至らなかった理由より）
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救急自動車による搬送人員の推移 （平成８年～平成１８年）

（年齢別）
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年齢別 少年以下（１８歳未満）

年齢別 成人

年齢別 高齢者（６５歳以上）
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受入照会回数が１１回以上であった事案の傷病種別
（救急搬送実態調査：重症以上事案より）
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メディカルコントロール作業部会
検討項目

１ メディカルコントロール協議会の所掌事務の拡大

２ メディカルコントロール協議会の法的、行政的な位置
付けのあり方

３ 救急業務の法的位置付けの見直し

４ 救急業務をめぐる法的リスクの問題

（メディカルコントロール協議会が策定したプロトコルに従った救急救命処
置により損害が発生した場合の責任、救急搬送における医療機関選定の
妥当性を問われた場合の責任等）
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追加的な協議事項

１ 傷病者の症状、傷病程度に応じた適切な
病院選定等救急搬送のあり方

（救急搬送のあり方、救急医療情報システムの改善、救急
患者受入コーディネーターの活用、に関する検証・協議）

２ 円滑な救急搬送体制を確保するため
の受入医療体制の整備に対する提言

メディカルコントロール協議会

医師・行政機関・消防機関等

再教育体制の整備

・病院実習の実施

・救命士の再教育

の実施

・マニュアルの策定

医師の指示 、指導 ・助言体制

・特定行為の 指示

・処置の 指導 ・助言

・病院選定への助言

事後検証の実施

・救急活動記録票の検討

・救急救命処置の効果検証

・症例検討会の実施

メディカルコントロール体制

メディカルコントロール体制について

メディカルコントロール協議会

医師・行政機関・消防機関等

再教育体制の整備

・病院実習の実施

・救命士の再教育

の実施

・マニュアルの策定

医師の指示 、指導 ・助言体制

・特定行為の 指示

・処置の 指導 ・助言

・病院選定への助言

事後検証の実施

・救急活動記録票の検討

・救急救命処置の効果検証

・症例検討会の実施

メディカルコントロール体制

メディカルコントロール協議会

医師・行政機関・消防機関等

メディカルコントロール協議会

医師・行政機関・消防機関等

再教育体制の整備

・病院実習の実施

・救命士の再教育

の実施

・マニュアルの策定

再教育体制の整備

・病院実習の実施
・救命士の再教育

の実施
・マニュアルの策定

医師の指示 、指導 ・助言体制

・特定行為の 指示

・処置の 指導 ・助言

・病院選定への助言

医師の指示、指導・助言体制

・特定行為の指示
・処置の指導・助言
・病院選定への助言

事後検証の実施

・救急活動記録票の検討

・救急救命処置の効果検証

・症例検討会の実施

事後検証の実施

・救急活動記録票の検討
・救急救命処置の効果検証
・症例検討会の実施

メディカルコントロール体制

現在のメディカルコントロール体制

・

医学的観点から救急活動の質を保障する役割 円滑な救急搬送体制を確保するための役割

両者を含めた救急業務全体の高度化を推進する機能を果たすためには

●

●

が必要ではないか。

ＭＣ協議会の所掌事務の拡大

ＭＣ協議会の法的、行政的な位置づけの明確化

救急救命士が実施する救急救命処置について、医師の指示・指導、助言
事後検証、再教育体制を整備し、救急活動の質を保障する体制

メディカルコントロール協議会の所掌事務の拡大
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一般人でも可能 医師の包括的な指示（救急救命士）

医師による指導・助言（救急隊員）

医師の具体的指示

（特定行為）
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救急隊員による応急処置と救急救命士による救急救命処置

救急救命士が実施可能な処置

救急隊員が実施可能な処置

○消防法 第２条第９項 救急業務とは、・・・（中略）・・・傷病

者のうち、医務機関その他の場所へ緊急に搬送する必要が
あるものを、救急隊によって、医療機関（厚生労働省令で定
める医療機関をいう。）その他の場所に搬送すること（傷病者
が医師の管理下に置かれるまでの間において、緊急やむを
得ないものとして、応急の手当を行うことを含む。）をいう。
○救急業務実施基準
○救急隊員の行う応急処置等の基準

○救急救命士法 第43条 救急救命士は、保健師助産師看護
師法第31条第１項及び第32条の規定にかかわらず、診療の補

助として救急救命処置を行うことを業とすることができる。（２
（略））
第44条 救急救命士は、医師の具体的な指示を受けなければ、
厚生労働省令で定める救急救命処置を行ってはならない。 （２
（略））

・
半
自
動
式
除
細
動
器
に
よ
る
除
細
動
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トリアージ作業部会
検討項目

１ トリアージの導入に向けた課題の検討

（１） トリアージ導入の制度設計

（日常的に発生し得る救急要請集中時において導入、極めて例外的
にしか発生しない救急要請集中時において導入）

（２） トリアージ導入時のオンピーク時における
救急隊の配置・編成

（３） トリアージに関する法的問題

２ トリアージプロトコルの精度向上のための実証研究
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